
9･2 広報活動 

 
海運の役割や重要性を幅広く訴えるため、オピニオンリーダーや報道関係者に対し、適宜

プレスリリースを行うとともに会長記者会見や懇談会の開催、ホームページによる情報発信な

どを通じて、当協会の活動をアピールした。 

また、学校・学生等も含めた一般向け広報に関しては、見学会の実施をはじめとして、あら

ゆる機会を捉えて各種パンフレット、DVD 等を配布するとともにホームページの活用などにより、

海運の重要性について PR に努めた。 

活動概要は以下の通りである。 

 

9・2・1 オピニオンリーダー・マスコミ向け広報 

 

(１)定例記者会見等の開催 

当協会定例理事会開催日に、一般紙記者および海運専門紙記者を対象として、会長によ

る定例記者会見を実施した。また、適宜プレスリリースを行った。 

 

(2)論説委員/記者対応の充実 

一般紙・専門紙各記者や一般紙論説委員との懇談会を実施するなど、各種取材に積極的

に協力するとともに、海運の役割や重要性などを PR した。 

 

(3)経済誌等への掲載 

(社)日本物流団体連合会とタイアップし、「経済界」(2012.2.21 号)に芦田会長のインタビュ

ーを掲載したほか、「読売クォータリー」(2012 年冬号)には中本理事長の海賊問題についての

寄稿が掲載された。 

 

(4)その他 

①一般紙 

 メディア関係者からの取材について会員会社と積極的に対応した結果、朝日新聞の日曜版

GLOBE(2011.9.18 付)に外航海運の特集が、また、土曜版 be(2011.11.19 付)には内航の特集

が組まれるなど、海運に関する記事が一般紙に多数掲載された。 

②テレビ 

 平成 23(2011)年 11 月 14 日には、テレビ東京で「池上彰によるソマリア海賊レポート」が放映

され、会員会社とともに当協会は同番組の取材に積極的に協力した。 

③ホームページの更新と雑誌「KAIUN」への広告掲載 

当協会の活動やプレスリリースおよび各種レポートなどをホームページに掲載するとともに、

雑誌「KAIUN」（月刊）を通じて、当協会首脳の意見や海運業界の動向ならびに当協会の活動



などを掲載し、積極的に PR した。 

 

9・2・2 一般向け広報 

 

（1）海運紹介映画「日本の海運」(DVD)の配布 

一般の幅広い層を対象に、人々の暮らしに結びついている日本の海運の役割と重要性を

認識してもらうために、平成 19(2007)年 3 月に作成した映画「日本の海運」 (DVD)を

SEA-JAPAN などあらゆる機会を通じて配布し、海運に対する認識の向上に努めた。なお、配

布数は平成 24(２０１2)年 3 月で累計 125,000 本に達した。 

 

（2）小学校教師向け見学会の開催 

平成 23（2011）年 7月 29日、石油連盟との共催により、東京都小学校社会科研究会の教師

を対象として、海事施設および石油精製施設の見学会を開催した。今年度は、東亜石油（株）

や日本郵船歴史博物館の協力も得て実施した。なお、この見学会には、56名の教師が参加し

た。 

また、同年 8月 24日には福岡市小学校社会科研究会の教師を対象に、九州運輸局、 (社)

博多港振興協会、九州地方海運組合連合会の協力を得てコンテナターミナルの見学や福岡

市営渡船に乗船し、海から博多港の海事施設を見学した。この見学会には 36 名の教師が参

加した。 

 

（3）寄附講座への講師派遣協力 

①松山大学の寄付講座への協力 

 松山大学の要請により、同大学で開講された公開講座「海事経済論」全 15 講座のうち、6 講

座について当協会会員会社より６名の講師派遣を行い、海運に対する理解促進に努めた。 

②物流連大学寄附講座への講師派遣協力 

(社)日本物流団体連合会が関西大学、慶応大学、横浜国立大学で、行った物流全般をテ

ーマとする大学寄附講座のうち、外航海運の講座について、当協会会員会社より 3 名を講師

として派遣し、各校 1 講座、計 3 講座に協力した。 

③関西海事アライアンスへの講師派遣協力 

大阪大学、大阪府立大学、神戸大学による関西海事教育アライアンスとして 3 大学大学院

の連携授業が開講され、当協会会員会社より、６名講師として派遣し、計 15 回の講座につい

て協力した。 

④東京大学公共政策大学院への講師派遣協力 

同大学院の「海事産業・政策論」1 講座に、当協会の会員会社より講師１名を派遣した。 

 

 



（4）当協会ホームページの拡充 

海運界の動きを発信していくため、ホームページを通じて、当協会首脳の意見ならびに海

運政策・税制、海賊・安全、環境問題に関する動向を掲載するとともに、最新のプレスリリース

やレポートなどにより海運業界が直面する問題および当協会の対応を発信し、一般向けの海

運の PR 強化に努めた。 

 

(5)パンフレットの配布 

(財)日本海事広報協会の協力の下、「SHIPPING NOW」の 2011-2012 年版制作に引き続き

協力するとともに、既存の子供向け学習マンガ「船ってサイコー」を海事関係団体が実施する

イベントやホームページを通じて積極的に配布し、海運への関心・認知度向上に努めた。 

 

(6)「子供達に海と船を語る(船長、母校へ帰る)」事業（委託事業） 

(社)日本船長協会が実施する「子供達に海と船を語る(船長、母校へ帰る)」事業については、

平成 23(2011)年度も（財）日本海事センターの協力を得て実施された。当協会は、各種パンフ

レット・DVD の提供等を通じ、同事業に積極的に協力した。 

今年度の実績は、全国の小中学校からの要望により、11回開催され、延べ 1000人を超える

児童・生徒に対し講義が行われた。 

 

(７) その他(政策広報) 

「トン数標準税制拡充」の実現に向けて、平成 23（2011）年 11 月の上旬から中旬にかけて一

般紙等の朝刊に順次意見広告を掲載した。 

 

9・2・3 会員向け広報 

 

(1)各種情報の提供 

 会員向け情報の提供については、随時電子メールにて送信するとともに、当協会ホームペ

ージ（会員コーナー）を拡充して、理事会配布資料をはじめとして各種の情報をメンバーが随

時検索できるようデータベース化を進めた。 

 

(2)「平成 24(2012)年海運講習会」の実施 

当協会は、会員会社およびその関係会社の新入社員を対象とした海運講習会を毎年開催

している。開催の目的は、海運界で働く者としての自覚と社会人として必要な心構えを育成す

ることにあり、平成 23(2011)年度は 2012 年 3 月 29 日に開催し、合計 156 名が参加した。 

当日は、当協会 朝倉次郎 広報担当副会長より、「海運の針路」と題した講演を皮切りに、

㈱商船三井 宮田英明 営業調査室室長代理から「外航海運とは」を、また、日本郵船㈱ 落

合眞和 船長から船長講話を講演願ったのをはじめ、コミュニケーションマナー講座や映画



「日本の海運(平成 15(2003)年制作版)」の上映などを行った。 

 

9･2･4 その他 

 

(1)海事記者会および会員会社の便宜を図るため、同記者会のプレスリリース窓口業務を行っ

た。 

 


